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(57)【要約】
【課題】第３者にはそれとわからないようにメール着信
情報を報知できるようにする。
【解決手段】通信装置である携帯電話１０は、メールを
受信する受信手段と、当該受信手段のメール受信に応じ
てメッセージの表示又は着信音の鳴動によりメール受信
を報知する報知手段３３と、報知手段３３による報知と
異なる報知を行う特定のメール報知モードを設定する報
知モード設定手段３４と、表示手段（表示部２３）と、
を備え、報知モード設定手段３４に特定のメール報知モ
ードが設定されている場合、受信手段がメールを受信す
ると、報知手段３３によるメール受信の報知を禁止し、
且つ、報知モード設定手段３４に設定された特定の報知
モードでメール受信を報知する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
メールを受信する受信手段と、当該受信手段のメール受信に応じてメッセージの表示又は
着信音の鳴動によりメール受信を報知する報知手段と、前記報知手段による報知と異なる
報知を行う特定のメール報知モードを設定する報知モード設定手段と、表示手段と、を備
え、
　前記報知モード設定手段に特定のメール報知モードが設定されている場合、前記受信手
段がメールを受信すると、前記報知手段によるメール受信の報知を禁止し、且つ、前記報
知モード設定手段に設定された特定の報知モードでメール受信を報知することを特徴とす
る通信装置。
【請求項２】
　前記報知モード設定手段に設定する報知モードは、前記表示手段の表示色を、メールを
受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示するモードであることを特徴と
する請求項１に記載の通信装置。
【請求項３】
　前記報知モード設定手段に設定する報知モードは、前記表示手段に表示される時刻の表
示色を、メールを受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示するモードで
あることを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項４】
　前記報知モード設定手段に設定する報知モードは、前記表示手段に表示されているアイ
コンの表示色を、メールを受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示する
モードであることを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項５】
　前記報知モード設定手段は、メールを受信したことをユーザのみ認識可能なメッセージ
を登録する登録手段と、当該登録手段により登録された前記メッセージを格納する格納手
段と、を含み、前記報知モード設定手段に設定する報知モードは、前記格納手段に格納さ
れたメッセージを表示するモードであることを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項６】
　前記報知モード設定手段は、メールを受信したことをユーザのみ認識可能なアイコンを
録する登録手段と、当該登録手段により登録された前記アイコンを格納する格納手段と、
を含み、前記報知モード設定手段に設定する報知モードは、前記格納手段に格納されたア
イコンを表示するモードであることを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯電話などの通信装置における電子メールの着信履歴やメール本文の秘匿
機能に関するものであり、特に、通信装置において電子メールの着信があった場合に、第
３者にはそれとわからないようにメール着信情報を報知できるようにした通信装置に関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年の情報処理技術、通信技術の発展に伴い種々の携帯型の情報通信端末装置（以下、
携帯端末装置という）が広く普及している。このような携帯端末装置により、利用者が外
出先からインターネットなどのネットワークを介して種々サービスを提供する情報配信サ
ーバや所望のウェブサイトに接続して当該サービスを受け、あるいは情報を取得したり、
自社のネットワークに接続したりして業務上必要な情報を取得することができる。
【０００３】
　最近では、携帯電話のハード、ソフト機能が充実し、従来の携帯端末装置の機能を兼ね
るようになってきており、携帯電話の普及率の拡大にはめざましいものがある。携帯電話
を利用したデータ通信サービスを提供する事業者も増加しており、携帯電話を利用してバ
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ンキング、インターネット販売、ナビゲーション、自動販売機、交通機関やコンビニエン
スストアなどの代金決済など、様々なサービスを受けることができるようになってきてい
る。特に携帯電話においては種々のオプションやアプリケーションが搭載可能であり、利
用できるサービスの種類も豊富になってきている。
【０００４】
　また、第３世代と称される携帯電話にはＧＰＳ受信機が搭載され、携帯電話自体が位置
する現在位置（緯度・経度）を測定することができ、携帯電話を端末装置としたナビゲー
ションシステムも実用化されている。このような測位システムを利用して、高齢者や児童
などの位置確認や、犯罪や火災などの事件、事故における通報時の位置確認などに利用で
きるシステムも種々検討されている。
【０００５】
　更に、利用者は、サービス事業者が提供するブラウザやアプリケーション、ゲームソフ
トのように携帯電話用として開発された様々なアプリケーションなどを自身が所有する携
帯電話にインストールして所望のサービスや機能を追加するためカスタマイズすることが
できる。
【０００６】
　携帯電話の主要な機能は通話機能であるが、通話に変わる手段としてインターネットを
利用した電子メール（以下、単にメールと称する）を他用する利用者は多い。これは通話
料金に対して、インターネットを利用したデータ通信料金が低くまた、料金の定額化が定
着したこと、メールの場合には送信者と受信者との間の回線接続が必要なく、送受信者の
双方が任意に都合のよい時にメール送受信操作をすることができることなどの理由による
。
【０００７】
　一般的な携帯電話においては、メール送受信機能を指定し、着信した受信メールを表示
部に表示して内容を読むことができる。また、メール送信時にはメール作成機能を選択し
てメール作成画面を表示し、メール宛先や本文を入力した後、送信操作をすることによっ
て所望の相手先にメールを送信することができる。また、送受信メールは、着信履歴、発
信履歴としてリスト化され、利用者はいつでもこれらの履歴を参照して所望のメール本文
を表示させることができる。
【０００８】
　送信メールや受信メールは削除処理を行わない限り記憶容量の範囲内でメール記憶部に
自動的に保存され、また、送信メール一覧や受信メール一覧もメール記憶部に保存される
。利用者はこれらのメール一覧から任意のメールを選択し、メール本文を表示部に表示す
ることもできる。
【０００９】
　メールによる通信においては、利用者が受信したメールに対して返信機能を利用してメ
ール本文を作成し、返信メールを相手方に送信することも多い。通常受信メールを表示部
に表示した状態で、メール返信機能を指定すると、返信メール作成画面に切り替わり、利
用者はこの返信メール作成画面にメール本文を入力する。
【００１０】
　返信メール作成画面でメール本文を作成した後、送信操作すれば、送信先アドレスや送
信先の氏名等に受信メールの送信者のアドレスや氏名が自動的に設定され、返信メールを
相手方に送信することができる。
【００１１】
　携帯電話に限らず、電子メールの送受信機能を有する通信装置においては、新着メール
の着信報知が音声や着信メーセッジの表示あるいはバイブレーションなどの種々の態様に
より行われる。従って、正規の通信装置の所持者でない第３者でも新着メールの着信を知
ることができ、メール本文を参照できる。
【００１２】
　例えば、下記の特許文献１（特開平１０－２３３８３３号公報）には、音声によりメー



(4) JP 2009-260484 A 2009.11.5

10

20

30

40

50

ル発信者名を報知する携帯電話装置の発明が開示されている。また、下記の特許文献２（
特開２００２－３３５３０５号公報）には、所定の鳴動時間、鳴動間隔で音源を制御して
音声鳴動により新着電子メールの着信を報知する携帯端末の発明が開示されている。
【００１３】
　ところで、携帯電話が盗難にあったり、置き忘れや紛失した場合、第３者による携帯電
話の不正使用や携帯電話内に蓄積された個人情報が流失して悪用される恐れがある。この
ため、携帯電話には操作入力をロックする機能が用意されており、利用者が設定したパス
ワードを入力して操作入力のロックを解除してからでなければ操作できないようにされて
いる。
【００１４】
　また、個人情報を秘匿するための機能としてプライバシー設定が可能であり、プライバ
シー設定を有効（オン）にするとメール機能がロックされ、更に、携帯電話に入力、蓄積
されている個人情報の参照がロックされる。利用者はメール機能を利用したり、個人情報
を参照したりする場合には、パスワードなどを入力してプライバシー設定を解除する。
【００１５】
　プライバシー設定機能を有する携帯電話は、例えば、下記の特許文献３（特開２００５
－１１５４９２号公報）や特許文献４（特開２００６－４０１３７号公報）などに開示さ
れている。
【００１６】
　この特許文献３に開示された携帯電話の発明は、フォルダごとにセキュリティを設定し
、セキュリティを設定したフォルダは、表示上見えなくし、プライバシーの保護をするよ
うにしたものであり、受信メール保存用の受信フォルダが複数個備えられ,セキュリティ
処理用の暗証番号を、記憶部に保存しておき、メニューキーを操作し、「セキュリティ設
定・解除」画面を表示部に表示させ、暗証番号を入力し、スクロールキーにより受信フォ
ルダを選択し、「セキュリティ設定・解除用受信フォルダ一覧」を表示させる。
【００１７】
　受信フォルダ番号にマークが付けられ、通常の「受信フォルダ一覧」では、このセキュ
リティ処理された受信フォルダ番号は非表示となり、セキュリティ処理を解除する場合は
、「セキュリティ設定・解除」画面を表示させ、暗証番号を入力し、受信フォルダを選択
するように構成されている。「セキュリティ設定・解除用受信フォルダ一覧」には、セキ
ュリティ処理された受信フォルダ番号にマークが付いて表示されるようになっている。
【００１８】
　また、特許文献４に開示された携帯電話の発明は、メール情報を受信する手段と、受信
したメール情報に含まれる送信者の情報と予め設定されている情報とを照合する手段と、
メール情報に含まれる送信者の情報が予め設定されている情報に一致したときに、暗号鍵
を生成する手段と、受信したメールの表示要求があったときに、生成された暗号鍵に基づ
いて、受信したメールを暗号化する手段と、暗号化されたメールを表示する手段とにより
、メールの送信者が予め設定した特定の人である場合には、送信されたメールの内容を受
信側で暗号化するように構成されたものである。
【特許文献１】特開平１０－２３３８３３号公報
【特許文献２】特開２００２－３３５３０５号公報
【特許文献３】特開２００５－１１５４９２号公報
【特許文献４】特開２００６－４０１３７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　上記特許文献１や特許文献２に開示された技術を用いた場合、正規の通信装置の所持者
でない第３者でも新着メールの着信を知ることができ、メール本文を参照できるという不
具合が生じる。
【００２０】
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　また、一般に電子メールに関するプライバシー機能の設定は、特定の相手方の電子メー
ルアドレス等を登録し、当該登録したメールアドレスからメールを受信した際には、着信
報知を行わず、利用者がプライバシー設定を解除しないと着信メール一覧にも表示されな
いように構成されている。
【００２１】
　従って、利用者がプライバシー設定を解除して新着受信メールを確認する操作を行わな
い限り、プライバシー設定において登録した相手方からのメールの着信を知ることができ
ない。このため、緊急の要件に気づかなかったりすることもある。また、メールを保存す
る記憶領域の容量にも限りがあるため、長い期間この操作がなされない場合には、着信メ
ールが削除されてしまい、メールの確認をすることもできなくなる。
【００２２】
　上記特許文献３や特許文献４によれば、暗証番号を用い、あるいは、暗号化、複号化処
理を用いることにより、受信メール一覧やメールの受信フォルダごとに第３者からメール
本文が参照されないようにすることはできるが、プライバシー設定において設定された相
手方からのメールの着信に関する考慮がなされておらず、上記した問題点を解消すること
はできない。
【００２３】
　本願の発明者は上記の問題点を解消すべく種々検討を重ねた結果、メールの送受信機能
を有する携帯電話などの通信装置において、予め第３者にはそれとわからない報知方法を
設定しておき、メールの着信があった時に当該設定した報知方法によりメールの着信を報
知するようになせば上記の問題点を解消し得ることに想到して本発明を完成するに至った
ものである。
【００２４】
　すなわち、本発明は上記の問題点を解消することを課題とし、通信装置において電子メ
ールの着信があった場合に、第３者にはそれとわからないようにメール着信情報を報知で
きるようにした通信装置を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００２５】
　前記課題を解決するために、本願の請求項１にかかる発明は、メールを受信する受信手
段と、当該受信手段のメール受信に応じてメッセージの表示又は着信音の鳴動によりメー
ル受信を報知する報知手段と、前記報知手段による報知と異なる報知を行う特定のメール
報知モードを設定する報知モード設定手段と、表示手段と、を備え、前記報知モード設定
手段に特定のメール報知モードが設定されている場合、前記受信手段がメールを受信する
と、前記報知手段によるメール受信の報知を禁止し、且つ、前記報知モード設定手段に設
定された特定の報知モードでメール受信を報知することを特徴とする。
【００２６】
　また、本願の請求項２にかかる発明は、請求項１にかかる通信装置において、前記報知
モード設定手段に設定する報知モードは、前記表示手段の表示色を、メールを受信する前
の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示するモードであることを特徴とする。
【００２７】
　また、本願の請求項３かかる発明は、請求項１にかかる通信装置において、前記報知モ
ード設定手段に設定する報知モードは、前記表示手段に表示される時刻の表示色を、メー
ルを受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示するモードであることを特
徴とする。
【００２８】
　また、本願の請求項４かかる発明は、請求項１にかかる通信装置において、前記報知モ
ード設定手段に設定する報知モードは、前記表示手段に表示されているアイコンの表示色
を、メールを受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示するモードである
ことを特徴とする。
【００２９】
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　また、本願の請求項５にかかる、請求項１にかかる通信装置において、前記報知モード
設定手段は、メールを受信したことをユーザのみ認識可能なメッセージを登録する登録手
段と、当該登録手段により登録された前記メッセージを格納する格納手段と、を含み、前
記報知モード設定手段に設定する報知モードは、前記格納手段に格納されたメッセージを
表示するモードであることを特徴とする。
【００３０】
　また、本願の請求項６にかかる、請求項１にかかる通信装置において、前記報知モード
設定手段は、メールを受信したことをユーザのみ認識可能なアイコンを録する登録手段と
、当該登録手段により登録された前記アイコンを格納する格納手段と、を含み、前記報知
モード設定手段に設定する報知モードは、前記格納手段に格納されたアイコンを表示する
モードであることを特徴とする。
【発明の効果】
【００３１】
　請求項１にかかる発明においては、通信装置は、メールを受信する受信手段と、当該受
信手段のメール受信に応じてメッセージの表示又は着信音の鳴動によりメール受信を報知
する報知手段と、前記報知手段による報知と異なる報知を行う特定のメール報知モードを
設定する報知モード設定手段と、表示手段と、を備え、前記報知モード設定手段に特定の
メール報知モードが設定されている場合、前記受信手段がメールを受信すると、前記報知
手段によるメール受信の報知を禁止し、且つ、前記報知モード設定手段に設定された特定
の報知モードでメール受信を報知する。
【００３２】
　かかる構成によれば、通常のメール着信報知の方法と異なる特定の着信報知のモードを
設定することにより、通信装置の保有者のみがメール着信と認識できる報知方法でメール
着信の報知を行うことができるようになる。
【００３３】
　請求項２にかかる発明においては、請求項１にかかる通信装置において、報知モード設
定手段に設定する報知モードは、前記表示手段の表示色を、メールを受信する前の待受け
状態での表示色と異ならせるモードであるから、通信装置の保有者のみがメール着信と認
識できる報知方法でメール着信の報知を行うことができるようになる。
【００３４】
　請求項３にかかる発明においては、請求項１にかかる通信装置において、報知モード設
定手段に設定する報知モードは、前記表示手段に表示される時刻の表示色を、メールを受
信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示するモードであるから、通信装置
の保有者のみがメール着信と認識できる報知方法でメール着信の報知を行うことができる
ようになる。
【００３５】
　請求項４にかかる発明においては、請求項１にかかる通信装置において、報知モード設
定手段に設定する報知モードは、前記表示手段に表示されているアイコンの表示色を、メ
ールを受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示するモードであるから、
通信装置の保有者のみがメール着信と認識できる報知方法でメール着信の報知を行うこと
ができるようになる。
【００３６】
　請求項５にかかる発明においては、請求項１にかかる通信装置において、報知モード設
定手段は、メールを受信したことをユーザのみ認識可能なメッセージを登録する登録手段
と、当該登録手段により登録された前記メッセージを格納する格納手段と、を含み、前記
報知モード設定手段に設定する報知モードは、前記格納手段に格納されたメッセージを表
示するモードである。かかる構成によれば、通信装置の保有者のみがメール着信と認識で
きる報知方法でメール着信の報知を行うことができるようになる。
【００３７】
　請求項６にかかる発明においては、請求項１にかかる通信装置において、報知モード設
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定手段は、メールを受信したことをユーザのみ認識可能なアイコンを録する登録手段と、
当該登録手段により登録された前記アイコンを格納する格納手段と、を含み、前記報知モ
ード設定手段に設定する報知モードは、前記格納手段に格納されたアイコンを表示するモ
ードである。かかる構成によれば、通信装置の保有者のみがメール着信と認識できる報知
方法でメール着信の報知を行うことができるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３８】
　以下、本発明の具体例を実施例及び図面を用いて詳細に説明する。但し、以下に示す実
施例は、本発明の技術思想を具体化するための通信装置を例示するものであって、本発明
をこの通信装置に特定することを意図するものではなく、特許請求の範囲に含まれるその
他の実施形態の通信装置にも等しく適用し得るものである。
【実施例１】
【００３９】
　図１は、本発明の実施例１にかかる通信装置としての携帯電話１０の構成を示すブロッ
ク図、図２は、図１の通信装置としての携帯電話１０の外観を示す外観図である。なお、
以下の実施例においては、携帯電話１０を実施例として本発明を説明するが、本発明はこ
れに限ることなく、一般的なメール送受信機能を有する通信装置にも適用可能である。
【００４０】
　携帯電話１０は、通話部１１と本発明にかかる機能制御部２１から構成されている。通
話部１１は、マイク１２とスピーカ１３と無線部１４とから構成されている。無線部１４
は、アンテナ、送受信回路、変復調回路、圧縮伸長回路、音声コーデック等を含んでおり
、該無線部１４を介してマイク１２から入力された音声を音声信号として送信し、通話の
相手方の音声信号を受信してスピーカ１３に出力する。
【００４１】
　機能制御部２１は、主制御部２２、表示部２３、操作部２４、受信メール記憶部２５、
送信メール記憶部２６、メール一覧記憶部２７、メール表示制御部２８、表示メモリ２９
、メール処理制御部３０、メール着信を報知する報知手段３３、特定の報知モードを設定
する報知モード設定手段３４などを備えて構成されている。主制御部２２は、マイクロコ
ンピュータ、ＲＡＭ、ＲＯＭ等からなりコンピュータ装置として機能し、無線部１４およ
び機能制御部２１の上記各部を制御する。
【００４２】
　図２は、図１に示す携帯電話１０の外観を示す図である。携帯電話１０は液晶表示ユニ
ットなどで構成された表示部２３と操作部２４とを備えており、操作部２４には通話キー
２４１と機能選択キー２４３と複数のテンキー２４５が設けられ、また、参照番号を付し
ていないモードキーや表示部２３に表示された画面の特定表示画像を操作するためのカー
ソルキーなどを備えている。
【００４３】
　表示部２３、操作部２４は、携帯電話１０における通話のための表示および操作の他に
、インターネット網を介したデータ通信のための操作および表示にも使用される。操作部
２４は、通話時に電話番号入力をするため、また、電子メールをはじめとするインターネ
ット網を介した各種のデータ通信サービスを利用するために所望の文字列を入力するため
に使用される。例えば、メール受信機能を起動している場合には、操作部２４は当該携帯
電話１０に着信したメールを受信し、表示部２３は受信したメールを表示するために使用
される。また、待ち受け画面において、メール着信があった場合にはメールの着信報知が
行われる。
【００４４】
　操作部２４には、通話キー２４１、機能選択キー２４３、テンキー２４５が設けられ、
通話時にはテンキー２４５を操作して電話番号を入力し、通話キー２４１を操作すると発
信できる。また、テンキー２４５には英数字、カタカナ、ひらがなの文字が割り当てられ
、図示していない英数カナ変換制御部により文字コード変換が行われる。文字コード変換
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は、入力モードが英数カナモードか、あるいは、かな漢字変換モードであるかによりそれ
ぞれ操作されたキーに応じた入力文字コードに変換される。機能選択キー２４３は携帯電
話１０の所定の機能を有効にするキーであり、メーカー、機種によりこのキーに割当てら
れる機能は異なる。
【００４５】
　メール処理制御部３０は、送信メールや受信メールの処理を行う。受信メール記憶部２
５には、携帯電話１０が受信したメールが記憶（保存）され、送信メール記憶部２６には
携帯電話１０から送信したメールが記憶（保存）される。メール一覧記憶部２７には、受
信メールの一覧データおよび送信メールの一覧データが記憶される。メール表示制御部２
８は、受信メール記憶部２５や送信メール記憶部２６に記憶された個々のメールやメール
一覧記憶部２７に記憶された受信メール一覧や送信メール一覧を表示部２３に表示する制
御を行う
　図３、図４は、メール一覧記憶部２７に記憶される受信メール一覧、送信メール一覧の
データ構成を示す図である。受信メール一覧には、図３に示すように新しいメールから順
にメールＩＤが付され、送信者／アドレス（メールアドレス）、メールの表題、受信日時
が記憶され、メールがプライバシー設定の対象であるか否かを示すフラグ情報が記憶され
る。フラグ情報は「１」がプライバシー設定の対象メール、「０」がプライバシー設定の
対象外メールであるものとする。以下の説明において、フラグを「オン」にするとはフラ
グ情報を「１」にすることを示し、フラグを「オフ」するとはフラグ情報を「０」にする
ことを指すものとする。
【００４６】
　通常の場合、携帯電話１０は、メールを受信すると、報知手段３３は、メッセージの表
示又は着信音の鳴動によりメール受信を報知する。携帯電話１０の保有者のみがメール着
信と認識できる報知方法を設定したい場合、報知モード設定手段３４に登録を行い特定の
報知モードを設定する。特定の報知モードとは、例えば、表示部２３の表示画面の表示色
を、メールを受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示するモードである
。
【００４７】
　報知モード設定手段３４に特定の報知モードが設定されている場合、メール処理制御部
３０がメールを受信すると、報知手段３３による通常の報知を禁止し、報知モード設定手
段に設定された特定の報知モードでメール受信を報知する。特定の報知モードが前述のよ
うに、表示部２３の表示画面の表示色を、メールを受信する前の待受け状態での表示色と
異なる表示色で表示するモードである場合は、設定された報知モード、すなわち、表示部
２３の表示画面の表示色を、メールを受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色
とする。かかる報知を行えば、第３者にはそれとわからない方法でメール着信を報知する
ことができるようになる。
【００４８】
　特定の報知モードには、種々の報知方法を適用することができる。例えば、前述の報知
方法の他、（１）表示部２３に表示される時刻表示の表示色を、メールを受信する前の待
受け状態での表示色と異なる表示色で表示する態様、（２）表示部２３に表示されている
アイコンの表示色を、メールを受信する前の待受け状態での表示色と異なる表示色で表示
する態様、（３）報知モード設定手段３４を、メールを受信したことをユーザのみ認識可
能なメッセージを登録する登録手段と、当該登録手段により登録された前記メッセージを
格納する格納手段とを含んで構成し、格納手段に格納されたメッセージを表示する態様、
（４）報知モード設定手段３４を、メールを受信したことをユーザのみ認識可能なアイコ
ンを登録する登録手段と、当該登録手段により登録された前記アイコンを格納する格納手
段とを含んで構成し、格納手段に格納されたアイコンを表示する態様、などである。
【００４９】
　図５は、このような特定の報知モードによる着信表示の例を示す図であり、図５（ａ）
は時刻表示を用いた着信表示、図５（ｂ）は電波の受信状態表示のアイコンを用いた着信
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表示、図５（ｃ）は背景表示（表示画面の表示色）を用いた着信表示、図５（ｄ）は特定
のメッセージ表示を用いた着信表示の例を示している。
【００５０】
　以上、説明した実施例１にかかる携帯電話１０は、通常のメール着信報知の他に、利用
者が特定の報知モードを設定するようにした例であったが、携帯電話１０におけるメール
のプライバシー設定と上記の特定の報知モードとを組み合わせることもできる。以下に説
明する本発明の実施例２かかる携帯電話１０はそのように構成したものである。
【実施例２】
【００５１】
　図６は、本発明の実施例２にかかる通信装置としての携帯電話１０の構成を示すブロッ
ク図である。実施例２にかかる携帯電話１０は、実施例１にかかる携帯電話１０と基本的
には同様の構成であるが、図６に示す実施例２にかかる携帯電話１０においては、報知モ
ード設定手段３４にかえて、メールを秘匿するプライバシー設定のオン、オフを記憶する
プライバシー設定記憶部３１と、特定文字列検出処理部３２とが設けられ、特定の報知モ
ードでメール着信を表示するか否かを判別する点が異なる。
【００５２】
　すなわち、実施例２にかかる携帯電話１０は、メールを受信した際、プライバシー設定
がオンに設定され、プライバシー設定対象のメールであるか否かを特定文字列検出処理部
３２が判別し、プライバシー対象のメールが着信した場合、予め定められた特定の報知モ
ードでメール着信を報知するように構成したものである。特定の報知モードには、実施例
１で説明した各種の態様を用いることができる。
【００５３】
　携帯電話の利用者が操作部２４を用いてメールのプライパシー設定をする場合、機能選
択キー２４３によりプライパシー機能を有効（オン）にする。そして、プライバシー設定
の処理の対象にするメールの相手方を設定する。この設定は、一般的には相手方のメール
アドレスアドレスを設定するが、メール本文中の特定の文字列、例えば、名前や愛称ある
いは相手方との間で決定した特定のキーワードなどの文字列を設定することもできる。こ
れらの設定は、プライバシー設定記憶部３１に記憶される。
【００５４】
　本実施例２において、携帯電話１０にメールが受信されるとメール処理メール処理制御
部３０は次のような処理を行い、プライバシー設定の対象メールであるか否かを判別し、
プライバシー設定の対象メールであると判別すると、メールの着信報知を通常の着信報知
と異なる態様で行う。通常の着信報知と異なる報知とは、利用者本人にはメール着信とわ
かるが、第３者にはそれとわからない報知態様であればよく、例えば、時刻表示、電波の
受信状態表示、表示画面の背景表示の表示内容や表示色、特定の表示メッセージなどを通
常と異なる表示態様とするなどの報知態様とする。この報知態様の具体例については後述
する。
【００５５】
　携帯電話１０がメールを受信すると、特定文字列検出部３２は受信メールの送信元アド
レス、メール本文からプライバシー設定記憶部３１に記憶された特定文字列が含まれてい
るか否かを検出する。特定文字列が検出されると、受信したメールがプライバシー設定の
対象のメールであることがわかる。その場合、メール処理制御部３０は、メールの着信報
知を通常の着信報知と異なる態様で行う。
【００５６】
　また、受信したメールがプライバシー設定の対象のメールであることがわかると、メー
ル処理制御部３０は、受信メール記憶部２５にメールを記憶し、また、メール一覧記憶部
２７の受信メール一覧に記憶する場合、該当するメールがプライバシー対象のメールであ
ることを示すフラグ情報を付加して記憶する（図３参照）。これに基づいてメール表示制
御部２８は、メールやメール一覧を表示部２３に表示する際に、プライバシー設定が有効
である場合には、フラグ情報が付加されたメールの表示を禁止する制御を行う。フラグ情
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報の付加は、プライバシー設定対象の相手方に対する送信メールに対しても同様に行い、
送信メールやその一覧の表示を制限するように構成しておく。
【００５７】
　図７、以上説明した本発明の実施例にかかる携帯電話１０におけるメールの着信報知の
手順を示すフローチャートである。
【００５８】
　携帯電話１０がステップＳ１０１の処理でメールを受信すると、特定文字列検出部３２
はステップＳ１０２の処理で受信メールの送信元アドレス、メール本文の文字列を解析し
、プライバシー設定記憶部３１に記憶された特定文字列が含まれているか否かを検出する
。ステップＳ１０２の判別処理において、特定文字列が検出されると、受信したメールが
プライバシー設定の対象のメールであることがわかる。その場合、メール処理制御部３０
は、ステップＳ１０３の処理に進み、メールの着信報知を通常の着信報知と異なる態様で
行う。
【００５９】
　一方、ステップＳ１０２の判別処理において、特定文字列が検出されなければ、受信し
たメールがプライバシー設定の対象のメールでないことがわかる。その場合、メール処理
制御部３０は、ステップＳ１０の処理に進み、メールの着信報知を通常の着信報知と異な
る態様で行う。
【００６０】
　以上、詳細に説明したように、本発明による通信装置によれば、通信装置の利用者が予
め第３者にはそれとわからない報知方法を設定しておき、メールの着信があった時に当該
設定した報知方法によりメールの着信を報知するものであるから、メールの着信状況を第
３者に知られることがなくなる。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】本発明の実施例１にかかるメール送受信機能を有する通信装置としての携帯電話
の構成を示すブロック図である。
【図２】図１の携帯電話の外観を示す図である。
【図３】受信メール記憶部に記憶された受信メールの一覧のデータ構成を示す図である。
【図４】送信メール記憶部に記憶された送信メールの一覧のデータ構成を示す図である。
【図５】本発明実施例１にかかる携帯電話において特定のメール報知モードが設定された
場合の着信表示の一例を示す図である。
【図６】本発明の実施例２にかかるメール送受信機能を有する通信装置としての携帯電話
の構成を示すブロック図である。
【図７】本発明の実施例２にかかる携帯電話におけるメールの着信報知の手順を示すフロ
ーチャートである。
【符号の説明】
【００６２】
１０・・・携帯電話（通信装置）
１１・・・通話部
１２・・・マイク
１３・・・スピーカ
１４・・・無線部
２１・・・機能制御部
２２・・・主制御部
２３・・・表示部
２４・・・操作部
２５・・・受信メール記憶部
２６・・・送信メール記憶部
２７・・・グループ設定部
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２８・・・メール表示制御部
３０・・・メール処理制御部
３１・・・プライバシー設定記憶部
３２・・・特定文字列検出処理部
３３・・・報知手段
３４・・・報知モード設定手段

【図１】 【図２】
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